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　証券コード2427
平成27年３月10日

株 主 各 位

東京都千代田区丸の内一丁目８番３号

株式会社アウトソーシング
代表取締役会長兼社長 土 井 春 彦

第18期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第18期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席

くださいますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することがで

きますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議

決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年３月24日（火

曜日）午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上

げます。

敬　具

記

1. 日　　時 平成27年３月25日（水曜日）午前10時

2. 場　　所 東京都千代田区大手町一丁目４番１号

ＫＫＲホテル東京　10階　「瑞宝の間」

3. 目的事項

報告事項 1.　第18期（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人

及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2.　第18期（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）

計算書類の内容報告の件

決議事項

　　議案 剰余金処分の件

以　上
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※当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付

にご提出くださいますようお願い申し上げます。

※株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産のご用意はございません。

あらかじめご了承ください。

※本招集ご通知に添付すべき書類のうち、以下の①及び②に記載する書

類につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インター

ネット上の当社ウェブサイト（http://www.outsourcing.co.jp)に掲載

しておりますので、本添付書類には記載しておりません。

①連結計算書類の「連結注記表」

②計算書類の「個別注記表」

なお、監査役及び会計監査人が監査した連結計算書類及び計算書類は、

本招集ご通知に記載の各書類と上記ウェブサイトに掲載の「連結注記

表」及び「個別注記表」となります。

※株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正

が生じた場合には、インターネット上の当社ウェブサイト

（http://www.outsourcing.co.jp）に修正後の事項を掲載させていただ

きます。
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（添付書類）

事　　業　　報　　告

( 平成26年１月１日から
平成26年12月31日まで )

1.　企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況
①　事業の経過及び成果

当連結会計年度における事業環境は、国内においては、当社グループ

の主要顧客であるメーカーの動向として、期初には消費増税前の駆け込

み需要で盛り上がったものの、当初、限定的といわれた増税の影響は、

反動減からの回復が想定以上に鈍く、緩やかな回復で推移しました。

しかし、商品の短命化や国際競争の激化を背景に、量産部門の効率化

に向けた外注化・人材の流動化ニーズは引き続き旺盛であり、開発部門

も同様に国際競争に勝ち抜くための開発強化に向けた人材ニーズは非常

に旺盛でありました。また、法制面では、利便性が高まる、労働者派遣

事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（以下、

労働者派遣法）の改正を見越して派遣活用が増加しました。さらに、メ

ーカーの生産変動に影響されない事業強化として取り組んでいるＩＴ分

野や建設分野は、製造分野にはないほどの活況を呈しております。

また、海外では、タイのクーデターに加えてベトナムや香港のデモの

影響もあり、景気減速感も出ておりますが、相応の経済成長は続いてお

り、当業界の活用ニーズも比較的旺盛でありました。

このような事業環境のなか、当社グループは、国内においては、緩や

かな回復環境のなかでも的確に好調なメーカーとの取引を拡大させると

ともに、製造分野の回復不足による影響を補うべく、好調なＩＴ分野や

建設分野等への拡大を進めることにより、引き続き業容を大きく拡大さ

せることができました。

また、海外においては、アジア人材ネットワークの構築により、日系

業者としては同地区トップクラスの規模に成長し、その他地域への進出

準備にも着手しました。

これらの取り組みにより、５期連続で売上高の過去最高記録を更新し

続け、営業利益から当期純利益までの各利益も過去最高を記録し、次期

中期経営計画を推進するための基礎を築くことができました。

この結果、連結売上高は59,421,352千円（前期比25.4％増）、営業利益は

2,010,436千円（前期比67.1％増）、経常利益は2,197,395千円（前期比61.9％

増）、当期純利益は1,316,669千円（前期比17.3％増）となりました。
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　当期の連結業績の事業区分別の状況は次のとおりであります。

（製造系アウトソーシング事業）

製造系アウトソーシング事業におきましては、期初には大雪の影響に

よる減産がありましたが、それ以上に消費増税前の駆け込み需要が大き

く、着実に需要を取り込むことができました。増税後は反動減や回復の

遅れ等の影響も受けましたが、そのなかでも好調なメーカーを中心に着

実に人員を増員し、売上・利益とも伸長しました。

以上の結果、当期の売上高は25,478,193千円（前期比16.8％増）、営

業利益は584,839千円（前期比8.7％増）となりました。

（技術系アウトソーシング事業）

技術系アウトソーシング事業におきましては、製造業向けは好調な輸

送機器分野を中心に拡大し、さらに、国内の生産変動の影響低減に向け

た戦略として取り組んできたＩＴ分野や建設分野等の拡大戦略が結実し、

当該新分野の技術者は1,000人を超え、製造業向けに代わる主力分野に成

長しつつあります。これら新分野と従来の製造業向け併せて3,200名超

の技術者を擁する国内有数の技術系アウトソーシング事業集団へと成長

しました。

以上の結果、当期の売上高は22,036,724千円（前期比29.0％増）、営

業利益は1,423,073千円（前期比91.7％増）となりました。

（管理系アウトソーシング事業）

管理系アウトソーシング事業におきましては、労働者派遣法が規制緩

和の方向で改正の可能性が高まり、メーカーは自社雇用の期間工活用ニ

ーズは低調でありますが、従来より自社雇用の期間工を活用してきたメ

ーカーを中心に取引は堅調に推移しました。

以上の結果、当期の売上高は601,748千円（前期比0.4％減）、営業利

益は92,071千円（前期比34.0％減）となりました。

（人材紹介事業）

人材紹介事業におきましては、労働者派遣法が規制緩和の方向で改正

の可能性が高まり、取引先数の拡大はやや低調でしたが、既存の顧客メ

ーカーにおける増産対応のニーズは非常に旺盛であり、業績を大きく伸

長させました。

－ 4 －

事業の状況



2015/02/25 21:44:41 / 14054624_株式会社アウトソーシング_招集通知

以上の結果、当期の売上高は779,552千円（前期比63.4％増）、営業利

益は354,503千円（前期比173.3％増）となりました。

（海外事業）

海外事業におきましては、タイのクーデターに加えてベトナムや香港

のデモの影響を受けたうえ、景気減速の影響も出始めましたが、日本と

比べれば相応の経済成長を続けており、既に進出している各国で業容を

拡大させ、外勤社員数は国内を上回る規模に成長しました。

以上の結果、当期の売上高は10,346,747千円（前期比43.3％増）、営

業利益は87,365千円（前期比296.6％増）となりました。

（その他の事業）

その他の事業におきましては、自動車レース向けは一部レギュレーシ

ョン変更の影響がありましたが、取扱い商品を増やして市場開拓するこ

とにより、高性能自動車部品全体での業績は堅調に推移しました。

以上の結果、当期の売上高は178,386千円（前期比6.1％減）、営業利

益は6,053千円（前期比13.9％増）となりました。
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②　設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資は、主にシステム構築等による総額
360,667千円であります。

③　資金調達の状況

　当連結会計年度の設備投資に係る所要資金につきましては、自己資金

により充当いたしました。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の

　　承継の状況

　イ．平成26年１月１日付で当社連結子会社であるREVSONIC-ES株式会

　　　社を吸収合併しております。

　ロ．平成26年４月１日付で当社連結子会社である株式会社アウトソー

　　　シングテクノロジーが当社連結子会社である株式会社アウトソー

　　　シング・システム・コンサルティングを吸収合併しております。

　ハ．平成26年12月１日付で当社連結子会社である株式会社アウトソー

　　　シングテクノロジーが当社連結子会社であるネクシム・コミュニ

　　　ケーションズ株式会社を吸収合併しております。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の

状況

　「(5) 重要な親会社及び子会社の状況」をご参照下さい。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 15 期

（平成23年12月期）
第 16 期

（平成24年12月期）
第 17 期

（平成25年12月期）

第 18 期
(当連結会計年度)
（平成26年12月期）

売 上 高（千円） 32,397,745 42,090,453 47,384,304 59,421,352

経 常 利 益（千円） 702,774 1,153,906 1,357,305 2,197,395

当期純利益（千円） 194,575 641,670 1,122,365 1,316,669

１株当たり当期純利益 13円48銭 44円46銭 77円54銭 89円81銭

総 資 産（千円） 11,921,809 13,866,410 20,343,008 24,132,961

純 資 産（千円） 3,670,664 4,511,869 5,915,506 7,569,549

１株当たり純資産額 238円40銭 283円24銭 366円71銭 463円65銭

②　当社の財産及び損益の状況

区 分
第 15 期

（平成23年12月期）
第 16 期

（平成24年12月期）
第 17 期

（平成25年12月期）

第 18 期
(当事業年度)

（平成26年12月期）

売 上 高（千円） 17,849,642 21,780,820 20,790,044 24,011,447

経 常 利 益（千円） 344,651 378,073 450,646 808,155

当期純利益（千円） 141,327 70,487 118,592 356,787

１株当たり当期純利益 9円79銭 4円88銭 8円19銭 24円33銭

総 資 産（千円） 8,536,428 10,026,910 13,201,406 14,437,659

純 資 産（千円） 3,659,670 3,626,813 3,614,962 3,880,776

１株当たり純資産額 247円23銭 244円15銭 241円88銭 258円49銭
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(3) 対処すべき課題

今後の世界経済の見通しにつきましては、北米の景気が回復し、欧州の

債務問題が落ち着きつつありますが、中国をはじめとする新興国の景気減

退リスク、さらには資源や宗教に関連した問題等、市場に重大な影響を及

ぼしかねないリスクが懸念されます。国内においても、経済政策やオリン

ピック等による需要増加によって国内生産も短期的には増加しております

が、生産拠点の海外移管や人口減少によって中長期的に市場が縮小してい

く可能性が高まっています。

このように先行きが不透明な事業環境のなかでも、当社グループでは、

国内事業の市場縮小に対応した改革を行い、海外事業においてもアジア地

域に加えてその他地域への進出によって強化・推進し、持続的成長を実現

していくために、以下を対処すべき主要課題と捉えております。

①　国内事業のパラダイムチェンジ推進

当社グループの売上シェアの過半を占める国内製造業向けアウトソー

シング事業においては、取引先の国内メーカーがメイドインジャパンの

付加価値低下によって国際競争に巻き込まれ、開発部門の現地化や製造

部門のさらなる海外移管が進み、人口減少も加わって中長期的に国内市

場が縮小することは不可避であると認識しております。

その一方、ＩＴ分野は一定のサイクルで金融機関等のシステムが更新

されるような一定の需要に加え、様々なモノのインターネット接続が進

むＩｏＴやビッグデータビジネス、クラウド化といった市場拡大が見込

まれます。また、建設分野も、老朽化や道路・鉄道をはじめとしたイン

フラ拡大の需要が持続して見込まれるうえ、震災復興やオリンピック等

によって需要は拡大しております。

このような状況に対して、当社グループでは、大きな市場規模があっ

て今後も需要拡大が見込まれるこれらのＩＴ分野や建設分野に注力し、

国内の事業分野を製造業向けからＩＴ分野や建設分野にパラダイムチェ

ンジしてまいります。

②　法改正への対応

中長期的には縮小する見通しの国内の製造業向けにおいても、短期的

には、メーカーは、事業再構築を実施して国内生産現場における自社正

社員の圧縮に動いていることに加え、可能性が高まる労働者派遣法改正

によって製造派遣の利便性が向上することにも後押しされ、一時的市場

拡大が見込まれます。

－ 8 －
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労働者派遣法においては、利用者の利便性を高めるとともに派遣業者

の責任を強化し、派遣社員のキャリア形成をより重視する改正の可能性

が高まっております。この改正に伴い、製造派遣では、利便性向上がき

っかけとなってメーカーが高コストで抱えてきた期間工活用から派遣へ

のシフトが大量に起こることが予想される一方、技術者派遣では、業者

の責任強化といえる特定派遣の一般派遣への集約によって事業撤退する

業者が大量発生するものと予想されます。また、このように発注者であ

るメーカーは、派遣活用による変動対応を求めながら、世論でもあり法

改正の趣旨でもある安定雇用を保つという、相反する課題を両立させる

高度なニーズが高まると思われます。

この製造派遣の動きに対して、当社グループは株式会社ＰＥＯを設立

し、このメーカー直接雇用の期間工を常用雇用の派遣社員として迎え入

れ、労働者の雇用安定を図りながら、派遣という形で人材の流動化によ

ってメーカーの生産変動対応ニーズに応え、この需要拡大に対応してま

いります。

また、技術者派遣では、法改正に対応できない多くの業者に対して、

一般的な機械・電子系からＩＴ系や医薬系に至るまで幅広い技術分野を

カバーする当社グループの強みを活かし、事業の受け皿として業界再編

をリードしていきます。

③　海外事業の拡充推進

主要取引先である国内メーカーは、少子高齢化による国内市場縮小等

を背景に、継続的な経済成長が見込める新興国市場への進出が増加傾向

にあり、当社グループも国内市場だけでは大きな成長戦略が描きにくく

なってきております。

当社グループでは、このような状況に対応するために、世界有数のマ

ーケットとして成長が見込まれるＡＳＥＡＮ地域をはじめとしたアジア

地域での人材ネットワークを確立し、海外10か国スタッフ１万人を超え

るグローバル人材サービスグループへと成長しました。

今後は、このアジア市場での一層の拡充を図るほか、巨大市場である

欧米の先進国への進出や、日系メーカーの進出・拡大が進む中南米の新

興国へも進出を図り、Ｍ＆Ａも積極的に行い、巨大な海外市場を開拓し

て海外売上比率を拡大してまいります。
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④　Ｍ＆Ａ及びアライアンスによる成長の加速

当社グループでは、国内事業においてこれまでの中心であった製造業

向けに加え、今後成長が見込まれるＩＴ分野や建設分野において、経営

資源を補完・強化するＭ＆Ａや他企業とのアライアンスを積極的に推進

いたします。これにより、国内市場における確固たる地位を築き、付加

価値の高いアウトソーシングサービスを提供してまいります。

また、海外事業においては、現在展開するアジア地域でのシェア拡大、

さらに進出を目指す中南米といった新興国市場や欧米の先進国市場では、

グローバル企業のＭ＆Ａや現地パートナーとのアライアンスを積極的に

行い、これまで日系メーカー向けに培ってきたアウトソーシングノウハ

ウと融合させた高度なサービスを提供し、今後激化が予想されるグロー

バル競争を勝ち抜いてまいります。

⑤　人材育成による企業体質の強化

人材を活用したビジネスを行う当社グループは、人材を最も重要な資

産として捉えております。人材を適正に扱うため、また人材を扱った各

種サービスを適正に提供するための基礎的な知識・能力や、生産現場に

おける労務管理能力及び生産管理能力の向上への教育・育成を徹底し、

また、高度・多様化し続ける顧客ニーズに迅速、柔軟かつ的確に対応す

るためにも、優秀な人材確保及び人材育成を重要課題として取組んでお

ります。

特に今後は、当社グループの新規分野及び海外分野の経営を展開でき

る、世界で通用する規律・遵法意識を兼ね備え、多様な知識と経験を有

する有能な人材を、国籍や性別を問わず、グローバルに採用・教育する

ことが急務であります。

また、グローバル経営の視点に立った同一目標・同一管理手法を確立

し、内部統制システムを加えて、国内グループのみならず海外子会社ま

で適用し、当社グループ全体のガバナンス強化、コンプライアンス体制

の拡充を図ります。

⑥　国内市場の整備

国内のアウトソーシング業界は、労働基準法をはじめ労働者派遣法及

びその他関係法令により規制を受けております。これらの労働関連法令

は頻繁に改正されております。

一方、当業界を、正社員との待遇格差や不安定な雇用といった問題が

多いとの認識に基づいて規制を強化・整備すれば、日本国内からさらに
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生産現場が海外に移管され、逆に失業者が増加する可能性もあると示唆

されております。

しかし、これらの規制強化によりアウトソーシング業界が社会的意義

のあるものに整備されることは、上場企業でありコンプライアンスを徹

底してきた当社グループにとっては非常に大きなビジネスチャンスにな

ると考えております。また、当社グループは、新興国を中心とする国際

競争に打ち勝つには、規制を強化するより日本人の働き方自体を変え、

終身雇用制度から脱却し、労働市場の流動性を高め経済変化に対応でき

る雇用形態を構築する必要があると考えております。

この構想に基づき、当社は製造系アウトソーシング業者で初の日本経

済団体連合会の会員となり、当社会長兼社長は同会の審議員を務めるほ

か、「雇用委員会」と「労働法規委員会」の委員も務めております。こ

れらの委員会への参加をはじめ、自らが法整備をはじめ業界の安定雇用

推進に努めることで、国内産業の生産性向上に寄与するアウトソーシン

グ業界を築くことを目指してまいります。
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(4) 主要な事業内容（平成26年12月31日現在）

当社グループは、製造系アウトソーシング事業、技術系アウトソーシン

グ事業、管理系アウトソーシング事業、人材紹介事業、海外事業及びその

他の事業を行っておりますが、各事業の内容は以下のとおりであります。

①　製造系アウトソーシング事業

電気（電子）機器、輸送用機器、化学・薬品、食品、金属・建材等製

造業全般にわたるメーカーの製造工程の外注化ニーズに対応し、生産技

術、管理ノウハウを提供し、生産効率の向上を実現するサービスを提供

しております。

②　技術系アウトソーシング事業

メーカーの研究・設計・開発、実験・評価工程への高度な技術・ノウ

ハウを提供するサービス、医薬品や医療機器等の研究開発事業のアウト

ソーシングサービス、ＩＴ・通信分野におけるアプリケーション開発や

基幹系ＩＴシステム・インフラ・ネットワークの各種ソリューションサ

ービス、建設の設計・施工管理や各種プラントの設計・施工管理等の専

門技術・ノウハウを提供するサービス、家電を中心としたアフターメン

テナンスサービス、ＩＴスクールの展開による法人向け研修や技術者の

教育サービス等を行っております。

③　管理系アウトソーシング事業

メーカーが直接雇用する期間社員の採用後の労務管理や社宅管理等に

係る管理業務受託事業及び期間満了者の再就職支援までを行う、一括受

託サービスを提供しております。

④　人材紹介事業

メーカーが直接雇用する社員の採用代行サービスを提供しております。

⑤　海外事業

アジアを中心にホワイトカラー及び製造系・技術系のアウトソーシグ

事業におけるサービスを提供しております。

⑥　その他の事業

自動車関連メーカーの研究開発における部品の試作や、レースを中心

とした自動車用高性能部品等の開発製造販売を行っております。
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(5) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　　当社には、親会社はありません。

②　子会社の状況

会　　　社　　　名 資 本 金
当 社 の
議 決 権
比率（注）1

主要な事業内容

％

株 式 会 社 ア ネ ブ ル 100,000千円 95.1
技術系アウトソーシング事業
その他の事業

株 式 会 社 Ｏ Ｒ Ｊ 50,000千円 90.0
製造系アウトソーシング事業
管理系アウトソーシング事業
人材紹介事業

株式会社アウトソーシングテクノロジー
（注）2、3、4、5、6、14、15

483,654千円 100.0 技術系アウトソーシング事業

株 式 会 社 ア ー ル ピ ー エ ム 90,000千円 100.0 技術系アウトソーシング事業

株 式 会 社 ト ラ イ ア ン グ ル 40,000千円 100.0 技術系アウトソーシング事業

エ ル ゼ ク ス 株 式 会 社
（注）7

40,000千円 100.0 技術系アウトソーシング事業

Ｏ Ｓ セ ミ テ ッ ク 株 式 会 社
（注）3

50,000千円
100.0

[100.0]
技術系アウトソーシング事業

株式会社大生エンジニアリング 25,780千円
100.0

[100.0]
技術系アウトソーシング事業

株式会社コンピュータシステム研究所 100,000千円 91.0 技術系アウトソーシング事業

株 式 会 社 ブ ラ ザ ー ズ 10,000千円 100.0 製造系アウトソーシング事業

日 本 商 務 株 式 会 社 30,000千円 100.0 製造系アウトソーシング事業

サ ン シ ン 電 機 株 式 会 社 310,000千円 100.0 製造系アウトソーシング事業

ア イ エ ヌ エ ス ・ ソ リ ュ ー シ ョ ン 株 式 会 社 13,000千円
100.0

[100.0]
技術系アウトソーシング事業

株 式 会 社 シ ン ク ス バ ン ク
（注）2、4

48,000千円
66.7

[66.7]
技術系アウトソーシング事業

株 式 会 社 Ｐ Ｅ Ｏ
（注）8

25,000千円 100.0 製造系アウトソーシング事業

株 式 会 社 ラ イ ン テ ッ ク
（注）6

23,800千円
100.0

[100.0]
技術系アウトソーシング事業

株式会社ＯＳインターナショナル 10,000千円 100.0 海外事業

奥 拓 索 幸 （ 上 海 ） 企 業
管 理 服 務 有 限 公 司

5,219千人民元 100.0 海外事業

O S  ( T H A I L A N D )  C O . , L T D .
（注）9

500万バーツ
49.0

(51.0)
海外事業
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会　　　社　　　名 資 本 金
当 社 の
議 決 権
比率（注）1

主要な事業内容

OS Recruitment（Thailand）Co.,Ltd.
（注）9

500万バーツ
100.0

[100.0]
海外事業

J . A . R．S e r v i c e  C o . , L t d . 200万バーツ
100.0

[100.0]
海外事業

PT.OS E N G I N E E R I N G & C O N S U L T A N T I N D O N E S I A 50万米ドル
100.0
[0.2]

海外事業

PT. OS SERVICE INDONESIA 10万米ドル
49.0

[49.0]
(15.0)

海外事業

O S  V I E T N A M  C O . , L T D . 40万米ドル 100.0 海外事業

OS POWER VIETNAM CO.,LTD. 5,203百万ドン
75.0

[75.0]
海外事業

古籟依（大連）信息科技有限公司 1,500千円
100.0

[100.0]
海外事業

FARO RECRUITMENT(CHINA)CO.,LTD. 4,966千人民元
100.0

[100.0]
海外事業

Faro Business Consulting(Dalian)Co.,Ltd. 4,777千人民元
100.0

[100.0]
海外事業

FARO RECRUITMENT(HONG KONG)CO.,LIMITED 5,000千香港ドル
100.0

[100.0]
海外事業

FARO RECRUITMENT(SINGAPORE)PTE.LTD. 100千星ドル
100.0

[100.0]
海外事業

Faith Root Recruitment Vietnam Joint Stock Company 2,000百万ドン
51.0

[51.0]
海外事業

STAFF SOLUTIONS AUSTRALIA PTY LTD 150,002豪ドル
100.0

[100.0]
海外事業

P T . S E L N A J A Y A  P R I M A 1,425百万ルピア
48.9

[48.9]
(51.1)

海外事業

P - O N E  S U B C O N T R A C T  C O . , L T D .
（注）9

500万バーツ
100.0

[100.0]
海外事業

SANSHIN (MALAYSIA) SDN.BHD. 1,560万リンギット 100.0 海外事業

FA I T H R O O T L A B O U R O U T S O U R C I N G
V I E T N A M  C O M P A N Y  L I M I T E D

（注）10
2,000百万ドン

0.0
[0.0]

(100.0)
海外事業

A L P  C O N S U L T I N G  L I M I T E D
（注）11

139百万ルピー 51.1 海外事業

D A T A C O R E T E C H N O L O G I E S P R I V A T E L I M I T E D
（注）11、12

5百万ルピー
100.0

[100.0]
海外事業

D A T A C O R E  T E C H N O L O G I E S  I N C
（注）11

2万米ドル
100.0

[100.0]
海外事業

D A T A C O R E  T E C H N O L O G I E S ( F Z E )
（注）12

15万ディルハム
100.0

[100.0]
海外事業

C E L C O ( T H A I L A N D ) C O . , L T D .
（注）9

35,013千バーツ
90.0

[90.0]
海外事業
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（注）1. 当社の議決権比率の[　]内は、間接所有割合を内数で示し、(　)内は緊密な者又は

同意している者の所有割合を外数で示しております。

2. 平成26年１月17日付で当社連結子会社である株式会社アウトソーシング・システム・

コンサルティング（現株式会社アウトソーシングテクノロジー）が株式会社シンク

スバンクの株式175株を取得し、持株比率が19.4％となり、新たに当社持分法適用会

社となっております。

3. 平成26年４月１日付で当社連結子会社であるＯＳセミテック株式会社の全株式を当

社連結子会社である株式会社アウトソーシングテクノロジーに譲渡しております。

4. 平成26年４月１日付で当社連結子会社である株式会社アウトソーシングテクノロジ

ーが株式会社シンクスバンクの株式825株を追加取得し、持株比率が66.7％となり、

新たに当社連結子会社となっております。

5. 平成26年５月９日付で当社連結子会社である株式会社アウトソーシングテクノロジ

ーがネクシム・コミュニケーションズ株式会社の全株式を取得し、新たに当社連結

子会社となっております。

6. 平成26年12月１日付で当社連結子会社である株式会社アウトソーシングテクノロジー

が株式会社ラインテックの全株式を取得し、新たに当社連結子会社となっております。

7. 平成26年７月10日付及び平成26年８月29日付で当社連結子会社であるエルゼクス株

式会社が当社連結子会社である株式会社アストロンの株式140株を譲渡したことに

より、同社を連結子会社から除外しております。

8. 平成26年９月１日付で株式会社ＰＥＯを設立し、新たに当社連結子会社となっております。

9. 平成26年12月24日付で当社連結子会社であるOS(THAILAND)CO.,LTD.、OS 

Recruitment(Thailand)Co.,Ltd.、P-ONE SUBCONTRACT CO.,LTD.が

CELCO(THAILAND)CO.,LTD.の株式33,300株を取得し、持株比率が90.0％となり、新た

に当社連結子会社となっております。

10. 平成26年１月23日付でFAITH ROOT LABOUR OUTSOURCING VIETNAM COMPANY LIMITED

を設立し、新たに当社連結子会社となっております。

11. 平成26年１月29日付でALP CONSULTING LIMITEDの株式934,876株を取得し、持株比率

が51.1％となり、新たに当社連結子会社となっております。これにより同社の子会

社であるDATACORE TECHNOLOGIES PRIVATE LIMITED及びDATACORE TECHNOLOGIES INC

が新たに当社連結子会社となっております。

12. 平成26年８月20日付で当社連結子会社であるDATACORE TECHNOLOGIES PRIVATE LIMITED

がDATACORE TECHNOLOGIES(FZE)を設立し、新たに当社連結子会社となっております。

13. 平成26年１月１日付で当社連結子会社であるREVSONIC-ES株式会社を吸収合併した

ため、連結子会社から除外しております。

14. 平成26年４月１日付で当社連結子会社である株式会社アウトソーシング・システム・

コンサルティングは当社連結子会社である株式会社アウトソーシングテクノロジー

と合併したため、連結子会社から除外しております。

15. 平成26年12月１日付で当社連結子会社であるネクシム・コミュニケーションズ株式

会社は当社連結子会社である株式会社アウトソーシングテクノロジーと合併したた

め、連結子会社から除外しております。
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(6) 主要な営業所等（平成26年12月31日現在）

①　当　社

　本　  社　　東京都千代田区丸の内一丁目８番３号

　本　　部　　静岡市葵区紺屋町１７番地の１

　営 業 所　　千歳営業所（北海道）　　　　仙台営業所（宮城県）

　　　　　　　庄内営業所（山形県）　　　　群馬営業所（群馬県）

　　　　　　　茨城営業所（茨城県）　　　　千葉営業所（千葉県）

　　　　　　　さいたま営業所（埼玉県）　　横浜営業所（神奈川県）

　　　　　　　富士営業所（静岡県）　　　　静岡営業所（静岡県）

　　　　　　　浜松営業所（静岡県）　　　　刈谷営業所（愛知県）

　　　　　　　四日市営業所（三重県）　　　名古屋営業所（愛知県）

　　　　　　　富山営業所（富山県）　　　　滋賀営業所（滋賀県）

　　　　　　　長浜営業所（滋賀県）　　　　福知山営業所（京都府）

　　　　　　　大阪営業所（大阪府）　　　　広島営業所（広島県）

　　　　　　　福岡営業所（福岡県）

②　子会社

　株式会社アネブル　　　　　　　　　　　　　愛知県刈谷市

　株式会社ＯＲＪ　　　　　　　　　　　　　　大阪市北区

　株式会社アウトソーシングテクノロジー　　　東京都千代田区

　株式会社アールピーエム　　　　　　　　　　東京都新宿区

　株式会社トライアングル　　　　　　　　　　東京都新宿区

　エルゼクス株式会社　　　　　　　　　　　　東京都千代田区

　ＯＳセミテック株式会社　　　　　　　　　　東京都千代田区

　株式会社大生エンジニアリング　　　　　　　東京都中央区

　株式会社コンピュータシステム研究所　　　　東京都台東区

　株式会社ブラザーズ　　　　　　　　　　　　東京都豊島区

　日本商務株式会社　　　　　　　　　　　　　滋賀県近江八幡市

　サンシン電機株式会社　　　　　　　　　　　福島県いわき市

　アイエヌエス・ソリューション株式会社　　　東京都千代田区

　株式会社シンクスバンク　　　　　　　　　　東京都渋谷区

　株式会社ＰＥＯ　　　　　　　　　　　　　　名古屋市中村区

　株式会社ラインテック　　　　　　　　　　　東京都千代田区

　株式会社ＯＳインターナショナル　　　　　　東京都千代田区

　奥拓索幸（上海）企業管理服務有限公司　　　中華人民共和国上海市
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　OS（THAILAND）CO.,LTD.　　　　　　　　　　タイ王国バンコク市

　OS Recruitment（Thailand）Co.,Ltd.　　　　タイ王国バンコク市

　J.A.R. Service Co.,Ltd.　　　　　　　　　 タイ王国チョンブリ県

　PT.OS ENGINEERING & CONSULTANT INDONESIA　インドネシア共和国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ジャカルタ市

　PT. OS SERVICE INDONESIA　　　　　　　　　インドネシア共和国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ジャカルタ市

　OS VIETNAM CO.,LTD.　　　　　　　　　　　 ベトナム社会主義共和国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハノイ市

　OS POWER VIETNAM CO.,LTD.　　　　　　　　 ベトナム社会主義共和国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハノイ市

　古籟依（大連）信息科技有限公司　　　　　　中華人民共和国大連市

　FARO RECRUITMENT(CHINA)CO.,LTD.　　　　 　中華人民共和国上海市

　Faro Business Consulting(Dalian)Co.,Ltd.　中華人民共和国大連市

　FARO RECRUITMENT(HONG KONG)CO.,LIMITED　　中華人民共和国香港特別

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　行政区湾仔区

　FARO RECRUITMENT(SINGAPORE)PTE.LTD.　　 　シンガポール共和国

　Faith Root Recruitment Vietnam Joint Stock Company

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ベトナム社会主義共和国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハノイ市

　STAFF SOLUTIONS AUSTRALIA PTY LTD　　　　 オーストラリア連邦

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　シドニー市

　PT.SELNAJAYA PRIMA　　　　　　　　　　　　インドネシア共和国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ジャカルタ市

　P-ONE SUBCONTRACT CO.,LTD. 　　　　　　　 タイ王国アユタヤ県

　SANSHIN (MALAYSIA) SDN.BHD.　　　　　　　 マレーシア

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ケダ州スンガイ・プタニ市

　FAITH ROOT LABOUR OUTSOURCING VIETNAM COMPANY LIMITED

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ベトナム社会主義共和国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハノイ市

　ALP CONSULTING LIMITED　　　　　　　　　　インド

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カルナータカ州

　DATACORE TECHNOLOGIES PRIVATE LIMITED　　 インド

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カルナータカ州

　DATACORE TECHNOLOGIES INC　　　　　　　　 アメリカ合衆国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　オハイオ州

－ 17 －
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　DATACORE TECHNOLOGIES(FZE)　　　　　　　　アラブ首長国連邦

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　シャールジャ市

　CELCO(THAILAND)CO.,LTD.　　　　　　　　　 タイ王国チョンブリ県

－ 18 －
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(7) 使用人の状況（平成26年12月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事　　業　　区　　分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

製 造 系 ア ウ ト ソ ー シ ン グ 事 業 7,110名 405名増

技 術 系 ア ウ ト ソ ー シ ン グ 事 業 3,569名 726名増

管 理 系 ア ウ ト ソ ー シ ン グ 事 業 80名 4名増

人 材 紹 介 事 業 3名 1名減

海 外 事 業 11,060名 4,120名増

そ の 他 の 事 業 4名 0名

合 計 21,826名 5,254名増

（注）1.　企業集団の使用人は、営業従事者、事務作業従事者及び管理職等の内勤社員と、主

に顧客企業において現場作業に従事する外勤社員から構成されております。

2.　使用人数が前連結会計年度末に比べ、「製造系アウトソーシング事業」が405名､ 

「技術系アウトソーシング事業」が726名、「海外事業」が4,120名増加しておりま

すが、これは受注の増加及び子会社の取得に伴うものであります。

②　当社の使用人の状況

使　用　人　数 前事業年度末比増減 平　均　年　齢 平 均 勤 続 年 数

6,265名 393名増 37.6歳 1.1年

（注）　　当社の使用人は、営業従事者、事務作業従事者及び管理職等の内勤社員と、主に顧

客企業において現場作業に従事する外勤社員から構成されております。

(8) 主要な借入先の状況（平成26年12月31日現在）

借　　　　入　　　　先 借　　　　入　　　　額

㈱ 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,275,000千円

㈱ 静 岡 銀 行 2,180,064千円

㈱ 三 井 住 友 銀 行 675,005千円

三 井 住 友 信 託 銀 行 ㈱ 600,000千円

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 ㈱ 400,000千円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 19 －
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2.　会社の状況

(1) 株式の状況（平成26年12月31日現在）

①　発行可能株式総数　 普通株式　32,000,000株

②　発行済株式の総数　 普通株式　15,984,900株（自己株式1,139,500株

　　を含む）

③　株主数 　　　　7,022名（前期末比1,762名増）

④　大株主（上位10名）

株　主　名 持　株　数 持　株　比　率

土 井 春 彦 3,747,700株 25.24％

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 1,900,700株 12.80％

道 林 昌 彦 999,000株 6.73％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行㈱（信 託 口） 981,000株 6.61％

T H E  B A N K  O F  N E W  Y O R K  M E L L O N  1 4 0 0 3 0 389,000株 2.62％

T H E C H A S E M A N H A T T A N B A N K , N . A . L O N D O N
S E C S  L E N D I N G  O M N I B U S  A C C O U N T

386,100株 2.60％

土 井 千 春 310,000株 2.09％

佐 野 美 樹 300,000株 2.02％

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505025 258,600株 1.74％

THE HONGKONG AND SHANGHAI BANKING CORPORATION
LIMITED CLIENTS A/C 513 SINGAPORE CLIENTS

222,900株 1.50％

（注）1.　持株比率は自己株式（1,139,500株）を控除して計算しております。

2.　当社は、1,139,500株の自己株式を所有しておりますが、上記大株主からは除外して

おります。

－ 20 －

会社の状況
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(2) 新株予約権等の状況

①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権

の状況（平成26年12月31日現在）

平成24年６月14日開催の取締役会決議による新株予約権

・新株予約権の数

50個（新株予約権１個につき100株）

・新株予約権の目的となる株式の数

5,000株

・新株予約権の払込金額

無償

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１個当たり　32,200円（１株当たり　322円）

・新株予約権を行使することができる期間

平成26年８月１日から平成29年７月31日まで

・新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本組入額

１株当たり　161円

・新株予約権の行使の条件

（ⅰ）新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」とい

う｡）が当社または当社の子会社の取締役、監査役もしくは従

業員等の地位を失ったときは、新株予約権を行使できない。

ただし、新株予約権者の退任または退職後の権利行使につき

正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りでは

ない。

（ⅱ）その他の権利行使の条件は、定時株主総会及び取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。

・当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の数 保 有 者 数

監 査 役 50個 5,000株 1名

－ 21 －

新株予約権等の状況
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②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予

約権の状況

平成26年２月10日付の取締役会決議による新株予約権

・新株予約権の数

1,400個（新株予約権１個につき100株）

・新株予約権の目的となる株式の数

140,000株

・新株予約権の払込金額

無償

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１個当たり　126,600円（１株当たり　1,266円）

・新株予約権を行使することができる期間

平成28年３月１日から平成31年２月28日まで

・新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本組入額

１株当たり　633円

・新株予約権の行使の条件

（ⅰ）新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」とい

う｡）が当社または当社の子会社の取締役、監査役もしくは従

業員等の地位を失ったときは、新株予約権を行使できない。

ただし、新株予約権者の退任または退職後の権利行使につき

正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りでは

ない。

（ⅱ）その他の権利行使の条件は、定時株主総会及び取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。

・使用人等への交付状況

新株予約権の数 目的となる株式の数 交 付 者 数

当 社 使 用 人 1,030個 10,300株 36名

子 会 社 の 役 員 370個 3,700株 9名

－ 22 －

新株予約権等の状況
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成26年12月31日現在）

地　　　位 氏　　　名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長兼社長 土 井 春 彦
社長室担当、内部監査室担当、㈲トリリ
オン取締役社長、㈱アジアMONOづくり研
究所取締役

取 締 役 副 社 長 鈴 木 一 彦

経営管理本部長、海外および技術系を中
心としたグループ会社の管掌、㈱ＯＳイ
ンターナショナル代表取締役、㈱アウト
ソーシングテクノロジー取締役、㈱アー
ルピーエム取締役、㈱トライアングル取
締役、エルゼクス㈱取締役、奥拓索幸
（上海）企業管理服務有限公司董事、㈱
コンピュータシステム研究所取締役、サ
ンシン電機㈱取締役

専 務 取 締 役 三 好 孝 秀

営業本部長、グループにおける製造系ア
ウトソーシング事業・管理系アウトソー
シング事業・人材紹介事業の管掌、㈱Ｏ
ＲＪ取締役、㈱大生エンジニアリング取
締役、日本商務㈱代表取締役社長、㈱Ｐ
ＥＯ取締役

取 締 役 古 賀 英 一

海外事業統括本部長、グループにおける
海外事業の管掌、OS VIETNAM CO.,LTD.
代表取締役、OS（THAILAND）CO.,LTD.代
表取締役社長、PT.OS ENGINEERING & 
CONSULTANT INDONESIA取締役、OS 
POWER VIETNAM CO.,LTD.代表取締役社
長、PT.SELNAJAYA PRIMA取締役、
SANSHIN (MALAYSIA)SDN.BHD.取締役、
ALP CONSULTING LIMITED取締役、
DATACORE TECHNOLOGIES PRIVATE 
LIMITED取締役、CELCO(THAILAND)CO.,LTD.
代表取締役、㈱ＯＳインターナショナル
代表取締役、奥拓索幸（上海）企業管理
服務有限公司董事長

取 締 役 茂 手 木 　 雅 　 樹

グループにおける技術系アウトソーシ
ング事業の管掌、㈱アウトソーシングテ
クノロジー代表取締役社長、㈱アネブル
取締役、ＯＳセミテック㈱取締役、エル
ゼクス㈱代表取締役社長、㈱コンピュー
タシステム研究所取締役、アイエヌエ
ス・ソリューション㈱代表取締役社長、
㈱シンクスバンク代表取締役、㈱ライン
テック代表取締役社長、古籟依（大連）
信息科技有限公司董事長

取 締 役 福 島 　 正
㈱アドバネクス顧問、横河レンタ・リー
ス㈱特別顧問

常 勤 監 査 役 大 髙 　 洋 サンシン電機㈱監査役

監 査 役 小 林 藤 雄

㈱ＯＲＪ監査役、㈱大生エンジニアリン
グ監査役、ＯＳセミテック㈱監査役、ア
イエヌエス・ソリューション㈱監査役、
㈱ＰＥＯ監査役

監 査 役 西 澤 健 治
㈱アールピーエム監査役、㈱トライアン
グル監査役

－ 23 －

会社役員の状況
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（注）1.　平成26年３月28日開催の第17期定時株主総会において、福島正氏が新たに取締役に

選任され、就任いたしました。

2.　取締役福島正氏は、社外取締役であります。

3.　平成26年３月28日開催の第17期定時株主総会終結の時をもって、監査役淺羽忠克氏

及び池島幸治氏は辞任により退任いたしました。

4.　平成26年３月28日開催の第17期定時株主総会において、小林藤雄氏及び西澤健治氏

が新たに監査役に選任され、就任いたしました。

5.　常勤監査役大髙洋氏及び監査役小林藤雄氏は、社外監査役であります。

6.　当社は取締役福島正氏並びに常勤監査役大髙洋氏及び監査役小林藤雄氏を東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

②　取締役及び監査役の報酬等の額

区　　　　　分 支 給 人 員 支　 給　 額

名 千円
取 締 役
（ う ち 、 社 外 取 締 役 ）

6
(1)

216,043
(5,000)

監 査 役
（ う ち 、 社 外 監 査 役 ）

5
(4)

21,106
(17,106)

合 計
（ う ち 、 社 外 役 員 ）

11
(5)

237,150
(22,106)

（注）1.　上記には、平成26年３月28日開催の第17期定時株主総会終結の時をもって、辞任に

より退任した監査役２名を含んでおります。

2.　取締役の報酬限度額は、平成17年３月30日開催の第８期定時株主総会において年額

400,000千円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まない。）と決

議いただいております。

3.　監査役の報酬限度額は、平成25年３月27日開催の第16期定時株主総会において年額

40,000千円以内と決議いただいております。

4.　上記には、ストックオプションによる報酬額を含んでおります。

③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職状況及び当社と当該他の法人等との関係

区　　分 氏　　名 重 要 な 兼 職 の 状 況 当 社 と 兼 職 先 と の 関 係

取　締　役 福 島　　正
㈱アドバネクス顧問

横河レンタ・リース㈱特別顧問
無

常勤監査役 大 髙　　洋 サンシン電機㈱監査役 子会社

監　査　役 小 林 藤 雄

㈱ＯＲＪ監査役

㈱大生エンジニアリング監査役

ＯＳセミテック㈱監査役

アイエヌエス・ソリューション㈱監査役

㈱ＰＥＯ監査役

子会社

－ 24 －
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ロ．当事業年度における主な活動状況

区　　分 氏　　名
取 締 役 会 監 査 役 会

出 席 回 数 出 席 回 数

取　締　役 福 島　　正 24回中16回 －

常勤監査役 大 髙　　洋 24回中24回 18回中18回

監　査　役 小 林 藤 雄 24回中16回 18回中11回

（注）1.　取締役福島正氏は、平成26年３月28日開催の第17期定時株主総会後に就任しており、

当該総会後、取締役会は16回開催され、その全てに出席しております。

2.　監査役小林藤雄氏は、平成26年３月28日開催の第17期定時株主総会後に就任してお

り、当該総会後、取締役会は16回、監査役会は11回開催され、その全てに出席して

おります。

3.　上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基づ

き、取締役会決議があったものとみなす書面決議が４回ございました。

・取締役会における発言状況
　各監査役は、それぞれの得意分野の見地から意見を述べる等、取締
役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っ
ております。

・監査役会における発言状況
　各監査役は、監査役会において監査結果に関する意見交換、監査に
関する重要事項の協議を行うほか、代表取締役との意見交換会を定期
的に行う等、それぞれの得意分野の見地を活かした活動を行っており
ます。

－ 25 －

会社役員の状況
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

99,915千円

（注） 　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんの
で、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③　非監査業務の内容

　当社は、財務調査等に関する合意された手続業務を有限責任監査法人

トーマツに委託しております。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査

役会の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会

議の目的とすることといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該

当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会

計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、

解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した

旨と解任の理由を報告いたします。

(5) 業務の適正を確保するための体制

　　1.　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

　　　するための体制

(1)法令及び定款の遵守に関する基本行動規範として｢企業倫理行動規範｣

を定め、取締役、監査役及び使用人に周知徹底する。

(2)取締役が他の取締役の法令及び定款に違反する行為を発見した場合は、

直ちに監査役及び取締役会に報告するなどガバナンス体制を強化し、

当該行為を未然に防止する。

(3)法令・社会規範等の違反行為等の早期発見・是正を目的として、公正

な第三者機関に委託した「内部通報制度」を設け効果的な運用を図る。

(4)内部監査部門として業務執行部門とは独立した内部監査室を設け、常

時かつ専門的な業務監視体制をとり、その結果を社長及び監査役に報

告する。
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2.　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

「文書管理規程」に基づき、取締役の職務執行に係る情報を文書または

電磁的媒体（以下「文書等」という）に記録し、保存する。取締役、監

査役及び会計監査人等からの閲覧要請があった場合には、各部門長が中

心となり、情報の収集、提出を行う体制とする。

　　3.　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)経営管理本部を全社的なリスクの統括管理部門として位置づけ、総務

部がリスク管理・運営並びに規程の整備を行い実効性のある管理を推

進するとともに、法務部による法的対応の実施や、最新法令の社内へ

の伝達を行う等、内部統制と一体化したリスク管理を推進する。

(2)不測の事態が発生したときは、社長を本部長とする「緊急対策本部」

を設置し、情報連絡チーム及び顧問弁護士等を含む外部アドバイザリ

ーチームを組織し迅速な対応をとるとともに、損害の拡大を防止しこ

れを最小限に止める体制を整える。

4.　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)定例取締役会を原則として毎月１回開催するほか、必要に応じて適宜

開催するものとし、重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況を監

督する。

(2)取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規

程等の社内規程において、それぞれの責任者及びその責任、執行手続

きの詳細を定め、適正かつ効率的に業務が執行される体制を確保する。

(3)当社経営にかかる重要事項を審議する機関として、取締役、執行役員、

常勤監査役で構成する経営会議を設置し、原則として毎月１回開催す

るほか、必要に応じて適宜開催することで、業務執行の効率化、意思

決定の迅速化を図る。

5.　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

(1)「関係会社管理規程」に基づき、当社子会社を管掌する部門の役割を

明確にし、子会社代表の業務執行状況を監視･監督する。

(2)子会社の経営活動上の重要な意思決定事項は、当社取締役会に報告し、

承認を得ることとする。

(3)各子会社から少なくとも毎月１回経営状況について報告を受けるとと

もに、取締役、執行役員、常勤監査役及びグループ各社の代表取締役

で構成するグループ経営に関する経営会議を必要に応じて開催し、グ

ループ間の情報共有・意思疎通及び経営方針の統一化を図る。
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(4)当社の内部監査室は、定期的に子会社の業務監査及び会計監査等を実

施し、その結果を社長及び監査役に報告する。

6.　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお

ける当該使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性

に関する事項

　　　当社は、監査役の必要に応じてその職務を補助する使用人を置くこ

ととし、当該使用人は監査役の指揮命令に従うとともに、その人選・

人事異動・人事評価・懲戒処分等については取締役と監査役が意見交

換し決定する。

7.　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役へ

の報告に関する体制

(1)監査役は、意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締

役会のほか重要な会議に出席するとともに、稟議書その他業務執行に

関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて、取締役及び使用人にその

説明を求めるものとする。

(2)取締役及び使用人は、会社の業務または業績に影響を与える重要な事

実を発見したときは、遅滞なく監査役に報告しなければならない。

8.　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)監査役と社長及び他の取締役は、相互の意思疎通を図るため、適宜に

意見交換会を開催する。

(2)監査役は、会計監査人から会計監査の内容につき説明を受け、情報の

交換を行うなど連携を密にし、監査役監査の実効性確保を図るものと

する。

(3)監査役と内部監査室は、適宜に内部監査結果及び指摘・提言事項等に

つき協議及び意見交換を行い、連携して監査にあたるものとする。

9.　財務報告の信頼性を確保するための体制

　　当社及び当社子会社は財務報告の信頼性を確保するため、金融商品

取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出に向け、内部統

制システムの構築を行い、その仕組みが適正に機能することを継続的

に評価し、必要な是正を行う。

10.　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び体制整備について

　　当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対

しては、断固たる行動をとるものとし、一切の関係を遮断することを

「企業倫理行動規範」に定め、基本方針とする。また、反社会的勢力

対策規程を制定し、経営管理本部統括のもと反社会的勢力対応マニュ

アルに基づく管理を徹底するとともに、適宜に警察・顧問弁護士等の

外部専門機関と連携し、組織的かつ速やかに対応する。

－ 28 －

業務の適正を確保するための体制



2015/02/25 21:44:41 / 14054624_株式会社アウトソーシング_招集通知

連 結 貸 借 対 照 表

（平成26年12月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

17,065,086

6,671,801

8,257,339

437,209

386,114

554,193

55,653

745,546

△42,772

7,067,875

2,415,563

1,257,893

501,684

104,628

493,335

53,592

4,428

2,294,067

1,791,415

502,651

2,358,244

528,016

899,385

77,597

853,245

流 動 負 債 12,967,188

支払手形及び買掛金 752,039

短 期 借 入 金 3,886,946

１年内返済予定の長期借入金 779,058

未 払 金 3,800,107

未 払 費 用 625,315

未 払 法 人 税 等 685,353

未 払 消 費 税 等 1,482,347

繰 延 税 金 負 債 48,675

賞 与 引 当 金 83,889

そ の 他 823,455

固 定 負 債 3,596,223

社 債 30,000

長 期 借 入 金 1,763,011

繰 延 税 金 負 債 173,879

退職給付に係る負債 813,515

資 産 除 去 債 務 348,599

負 の の れ ん 205

そ の 他 467,013

負 債 合 計 16,563,412

純 資 産 の 部

株 主 資 本 6,219,656

資 本 金 613,151

資 本 剰 余 金 1,009,322

利 益 剰 余 金 4,988,277

自 己 株 式 △391,094

その他の包括利益累計額 663,525

その他有価証券評価差額金 26,500

為替換算調整勘定 647,090

退職給付に係る調整累計額 △10,066

新 株 予 約 権 43,263

少 数 株 主 持 分 643,103

純 資 産 合 計 7,569,549

資 産 合 計 24,132,961 負 債 純 資 産 合 計 24,132,961

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成26年１月１日から
平成26年12月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 59,421,352

売 上 原 価 47,457,823

売 上 総 利 益 11,963,528

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,953,091

営 業 利 益 2,010,436

営 業 外 収 益

受 取 利 息 71,608

受 取 配 当 金 15,594

不 動 産 賃 貸 料 328,728

負 の の れ ん 償 却 額 46,267

助 成 金 収 入 29,309

為 替 差 益 138,442

そ の 他 31,979 661,930

営 業 外 費 用

支 払 利 息 62,900

不 動 産 賃 貸 原 価 327,341

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 1,476

そ の 他 83,251 474,970

経 常 利 益 2,197,395

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 39,934

事 業 譲 渡 益 4,200

投 資 有 価 証 券 売 却 益 69,850 113,985

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 37,981

子 会 社 株 式 売 却 損 3,931

減 損 損 失 150,325 192,238

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,119,142

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 809,990

法 人 税 等 調 整 額 △91,952 718,038

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 1,401,104

少 数 株 主 利 益 84,434

当 期 純 利 益 1,316,669

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成26年１月１日から
平成26年12月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成26年１月１日　残高 514,780 910,950 3,910,642 △391,094 4,945,279

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 98,371 98,371 196,742

剰 余 金 の 配 当 △232,943 △232,943

当 期 純 利 益 1,316,669 1,316,669

連 結 範 囲 の 変 動 △6,091 △6,091

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 98,371 98,371 1,077,634 － 1,274,377

平成26年12月31日　残高 613,151 1,009,322 4,988,277 △391,094 6,219,656

その他の包括利益累計額

新株予約権
少数株主
持　　分

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る調
整累計額

その他の包括利益
累計額合計

平成26年１月１日　残高 52,120 330,621 － 382,741 100,506 486,980 5,915,506

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 196,742

剰 余 金 の 配 当 △232,943

当 期 純 利 益 1,316,669

連 結 範 囲 の 変 動 △6,091

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△25,619 316,469 △10,066 280,783 △57,242 156,123 379,665

連結会計年度中の変動額合計 △25,619 316,469 △10,066 280,783 △57,242 156,123 1,654,042

平成26年12月31日　残高 26,500 647,090 △10,066 663,525 43,263 643,103 7,569,549

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成26年12月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

関係会社短期貸付金

関 係 会 社 立 替 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関係会社長期貸付金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

敷 金 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

5,074,115

451,684

399,545

2,650,728

21,077

300,789

1,030,735

215,321

32,631

136,501

△164,900

9,363,544

994,145

601,079

21,229

274

11,735

21,630

299,490

38,706

727,588

316,370

301,470

11,208

84,278

14,261

7,641,810

225,450

6,450,636

5,410

455,229

6,880

52,081

465,363

21,126

△40,368

流 動 負 債 8,586,873

短 期 借 入 金 3,800,000

関係会社短期借入金 900,000

１年内返済予定の長期借入金 706,684

リ ー ス 債 務 50,654

未 払 金 1,788,160

未 払 費 用 33,114

未 払 法 人 税 等 310,999

未 払 消 費 税 等 768,050

預 り 金 223,029

そ の 他 6,180

固 定 負 債 1,970,009

長 期 借 入 金 1,623,385

リ ー ス 債 務 82,523

退 職 給 付 引 当 金 193,955

そ の 他 70,146

負 債 合 計 10,556,883

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,833,241

資 本 金 613,151

資 本 剰 余 金 1,009,322

資 本 準 備 金 723,951

その他資本剰余金 285,370

利 益 剰 余 金 2,601,862

その他利益剰余金 2,601,862

別 途 積 立 金 105,000

繰越利益剰余金 2,496,862

自 己 株 式 △391,094

評価・換算差額等 4,271

その他有価証券評価差額金 4,271

新 株 予 約 権 43,263

純 資 産 合 計 3,880,776

資 産 合 計 14,437,659 負 債 純 資 産 合 計 14,437,659

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

( 平成26年１月１日から
平成26年12月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 24,011,447

売 上 原 価 18,641,461

売 上 総 利 益 5,369,986

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,588,818

営 業 利 益 781,167

営 業 外 収 益

受 取 利 息 14,741

受 取 配 当 金 13,114

不 動 産 賃 貸 料 357,726

負 の の れ ん 償 却 額 11,502

為 替 差 益 47,169

そ の 他 13,611 457,864

営 業 外 費 用

支 払 利 息 45,571

不 動 産 賃 貸 原 価 352,710

そ の 他 32,593 430,875

経 常 利 益 808,155

特 別 利 益

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 7,600

固 定 資 産 売 却 益 510

子 会 社 株 式 売 却 益 6,465

事 業 譲 渡 益 4,200 18,775

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 28,997

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 131,088 160,085

税 引 前 当 期 純 利 益 666,846

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 341,506

法 人 税 等 調 整 額 △31,448 310,058

当 期 純 利 益 356,787

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 平成26年１月１日から
平成26年12月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株 主 資 本
合 計

資本準備金
その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

平成26年１月１日　残高 514,780 625,580 285,370 910,950 105,000 2,373,017 2,478,017 △391,094 3,512,653

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 98,371 98,371 98,371 196,742

剰 余 金 の 配 当 △232,943 △232,943 △232,943

当 期 純 利 益 356,787 356,787 356,787

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 98,371 98,371 - 98,371 - 123,844 123,844 - 320,587

平成26年12月31日　残高 613,151 723,951 285,370 1,009,322 105,000 2,496,862 2,601,862 △391,094 3,833,241

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株 予 約 権 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成26年１月１日　残高 1,801 1,801 100,506 3,614,962

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 196,742

剰 余 金 の 配 当 △232,943

当 期 純 利 益 356,787

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

2,469 2,469 △57,242 △54,773

事業年度中の変動額合計 2,469 2,469 △57,242 265,814

平成26年12月31日　残高 4,271 4,271 43,263 3,880,776

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

－ 34 －

株主資本等変動計算書



2015/02/25 21:44:41 / 14054624_株式会社アウトソーシング_招集通知

連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年２月18日

株式会社アウトソーシング

取締役会　御中

有限責任監査法人 ト　ー　マ　ツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 篠原　孝広 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 阪田　大門 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アウトソーシングの平成
26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を
行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算

書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算
書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、株式会社アウトソーシング及び連結子会社からなる企業集団の
当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。
以　　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年２月18日

株式会社アウトソーシング

取締役会　御中

有限責任監査法人 ト　ー　マ　ツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 篠原　孝広 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 阪田　大門 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アウトソーシング
の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの第18期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書に
ついて監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類

及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保
証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手

するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが
含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。
以　　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成26年１月１日から平成26年12月31日までの第18期事業年度の取締役

の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告に基づき、審議の結果、監査役全員

の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1.　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、当期の監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担

等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監

査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び内

部監査室等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重

要な稟議書等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いた

しました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要な

ものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締

役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい

て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じ

て説明を求め、意見を表明いたしました。

　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、

必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度

に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監

視するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ

て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保

するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管

理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受

け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書

類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明

細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書及び連結注記表）について検討いたしました。

－ 37 －
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2.　監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示

しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大

な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま

た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執

行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

平成27年２月20日

株式会社アウトソーシング　監査役会

常 勤 監 査 役 大　髙　　　洋 ㊞

監 査 役 小　林　藤　雄 ㊞

監 査 役 西　澤　健　治 ㊞

 (注) 常勤監査役大髙洋及び監査役小林藤雄は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に

定める社外監査役であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

議案　　剰余金処分の件

　　剰余金処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。

　　期末配当に関する事項

　　第18期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開

等を勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金27円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は400,825,800円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成27年３月26日といたしたいと存じます。

以　上
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会　場　ご　案　内　図

会場　　　　　　　　ＫＫＲホテル東京　10階　「瑞宝の間」

東京都千代田区大手町一丁目４番１号

電話　03-3287-2921

会場付近略図
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（会場までの交通機関）

地下鉄：神保町駅下車Ａ９出口徒歩５分

地下鉄：竹橋駅下車（大手町寄り３ｂ出口から専用通路すぐ)

地下鉄：大手町駅下車Ｃ２出口徒歩５分

地図




